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はじめに  ～本論文の目的と主旨～ 
 
テーマ：  
z 異文化マネジメント研究の議論の流れを整理する。  
z ラグジュアリー・ブランドの海外市場進出、国際化プロセスに焦点をあて、そこで見
られる異文化マネジメントを検証する。 
z 事例研究対象企業： ルイ・ヴィトン社、エルメス社、シャネル社の 3 社を取り上げ
る。   
 





























































































経営コンサルティング会社である Bain & Company によれば、ラグジュアリー・ブラン
ドのグローバル市場規模は、図 1－1 のごとく、2008 年の総売上額で 1,700 億ユーロ規模
で、2008 年平均換算レート 1ユーロ＝152.29 円適用して換算すると約 25 兆 9 千億円であ
る。 
 




地域別では、図 1－2が示すように、2008 年時点では、欧州 38％、米国 33％、日本 12％、
日本以外のアジア 12％、その他 5％の内訳となる。製品別では、図 1－3 のごとく、アパ
レル 28％、香水・化粧品 24％、宝飾品 22％、時計（Hard Luxury）21％、食器類 3％、そ
の他 2％となっている。 
 
図 1－2 グローバル・ラグジュアリー市場 – 2008 年 国・地域別比率  
 
図 1－3 グローバル・ラグジュアリー市場 – 2008 年 カテゴリー別比率  
 
 







表 1－4 ラグジュアリー・ブランド企業ランキング 
順位 ブランド    ブランド価値      ブランド価値     ブランド起源国     
     (百万ドル) （百万ユーロ） 
1  LouisVuitton  US$21,602mm  €16,718mm  France 
2  Gucci         8,254      6,388    Italy 
3  Chanel         6,355      4,918    France 
4  Rolex      4,956    3,836   Switzerland 
5  Hermès     4,575    3,541   France 
6  Cartier         4,236      3,278    France 
7  Tiffany&Co        4,208      3,257    United States 
8  Prada         3,585      2,775    Italy 
9  Ferrari         3,527      2,730    Italy 
10  Bulgari        3,330      2,577    Italy 
11  Burberry        3,285      2,542    United Kingdom 
12  Dior         2,038      1,578    France 
13  Patek Philippe        1,105        855    Switzerland 
14  Zegna           818        633    Italy 
15  Ferragamo          722        559    Italy 
出所： Interbrand、 2008 Leading Luxury Brands 
 


























に則って、事例研究対象の 3 社について論じ、比較を行う。 
 







































ントに係る前述の 2 つフレームワークに則して議論する。 
 
注） 
（注１）『インポートマーケット＆ブランド年鑑 2009 年版』（矢野経済研究所、2009 年）によれば、
2008 年度単体ブランドごとの日本での売上では、1位ルイ・ヴィトン 1,535 億円、3位エルメス 600
億円、8 位シャネル 320 億円となっている。ただし、シャネル社の数字は服飾部門のみであり、化
粧品部門を合わせると 600 億円以上である可能性が高い。  
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ばれ、国際ビジネス研究にとって長年の懸案の 1 つと言われている。（太田 2008）。 

































しかし、ほどんとの産業は両圧力が混合している（Dawar, N. and T. Frost(1999)）。 
 21 世紀のグローバル競争においては、より大きな、そして複雑にして洗練された G-L
ディレンマの影響を受ける産業や製品が多くなる。異文化問題は、国際ビジネス研究の古













第 2 節 G-L ディレンマに関連する議論 
 
第 1 の議論のフレームワークである G-L ディレンマについて、類似の視点で様々な議論




































れる 17 組の二元性を示している(注 1)。そして、多国籍企業は、少なくともこれら 17 組の
二元性に関する連続線的対応を各進出国においてとる必要があるとされている。 
 
第 3 節 メタナショナル・アプローチ 
 


































① 自国至上主義からの脱却 ： 自国は特別なもので、本社所在地である自国が最大の
競争優位の源泉である、という考えを見直す。 
② 既存の力関係からの脱客 ： どうしても大国の市場の声を尊重し、小国の市場の声
を無視する傾向がある。ニューエコノミーにおいては、そうした辺境の地からも予想もし
ないイノベーションが生まれたりする。 























第 4 節 メタナショナル・アプローチに関連する議論 
 
2 つめの議論のフレームワークであるメタナショナル・アプローチに至る議論の流れを
整理してみる。ここにおいては、Heenan=Perlmutter の E-P-R-G プロファイル、
Bartlett=Ghoshal のトランスナショナル・アプローチについて言及する。メタナショナ
ル・アプローチが提唱される前の段階として、1979 年に Heenan=Perlmutter による多国





























































































































１． Hofstede の文化的価値次元分類 
 
Hofstede は、各国において文化的優先順位が異なるという文化的価値次元のフレームワ
ークを示した。IBM の各国の支社で働くマネジャーと社員 11 万 6 千人を対象に、価値観
に関する大規模な調査を実施した。40 カ国を対象に最初の調査行い（調査 1968 年、発表
1980）、その後 50 カ国と 3 地域に拡大させている（調査 1970 年、発表 1983 年）。 
 価値観についての質問に対する回答を統計的に分析した結果、どの国の IBM の社員に
も共通する点があったが、次の 4 つの価値次元では、IBM の世界各国の支社において社員
の文化的な価値観に違いがあった。その結果を用いて国民文化の違いを表す 4 次元のモデ
ルとして示している。 
（1）権力の格差（power distance）小 ⇔ 大 
（2）集団主義（collectivism）対 個人主義 （individualism） 
（3）女性らしさ（femininity）対 男性らしさ（masculinity） 
（4）不確実性の回避（uncertainty avoidance）弱 ⇔ 強 
その後、国民文化の違いを表す第 5 番目の次元の存在を追加している。  


























あり、逆に最も小さい国はオーストラリアであった。日本は 50 カ国 3 地域の中では 33 位
であったが、Hofstede は権力格差の大きい国民文化と評価している。フランスは 15 位で、
日本以上に権力格差が大きい。 
 

































































































I. 人間関係から発生する問題 （以下、パーソンズ*による 5 つの価値志向性） 
 （1）普遍主義 対 個別主義 （規則対人間関係） 
 （2）個人主義 対 共同体主義 （集団対個人） 
 （3）感情中立的 対 感情表出的 （感情表出の範囲） 
 （4）関与特定的 対 関与拡散的 （関与の範囲） 
 （5）達成型地位 対 属性型地位 （地位が付与される方法） 
＊ T. Parsons, The Social System, Free Press, New York, 1951 
 
II.  時間経過から発生する問題 






（１）普遍主義 対 個別主義 
人が他者の行動をどのように判断するかを明らかにする。 
z 普遍主義の定義： ①焦点は人間関係よりも規則にある。 
②法的な契約は容易に作成されるものである。 
③信頼される人物は、口約束や契約を守る人である。 
④真実または現実は 1 つだけ存在する。 
⑤取引は取引である。 





 日本は個別主義的であるが、調査対象となった 31 カ国中では中位程度。フランスも個
別主義的であるとみなされている。 
 
（２）個人主義 対 共同体主義 





















（３）感情表出的 対 感情中立的 


















や無感情に基づいて判断をしないことが肝要であると Tronpenaars は述べている。 
 
(4)関与特定的文化 対 関与拡散的文化 







z 関与拡散性の定義： ①人間関係を作る場合、間接的で、肝心な点の周辺を回り、一 
見したところ「無目的」のように見える。 
②とらえどころがなく、如才なく、曖昧で、不透明ですらある。








（５）属性型文化 対 達成型文化 
z 達成型地位志向：①肩書を使うのは、仕事を行う際に使用する能力に関連する場合だ 
けである。 















































































表 2－4 Hofstede の調査結果より抜粋 
 日本 フランス アメリカ イギリス スペイン スイス 
権力格差 
の大小 
大 大 小 小 大 小 
個人主義 
＞集団主義 










女性らしさ 男性らしさ 男性らしさ 女性らしさ 男性らしさ 
不確実性の回避 強 強 弱 弱 強 やや強 
 出所： Hofstede「多文化社会」P55、p90、p130  
 
表 2－5 Tronpenaars の調査結果抜粋 
  日本 フランス アメリカ イギリス スペイン スイス 
普遍主義 vs 
個別主義 




共同体主義 共同体主義 強い 
個人主義 





感情表出的 やや感情表出的やや感情表出的 感情中立 感情中立 
関与特定的 vs 
拡散的 
拡散的 関与特定的 関与特定的 関与特定的 N/A 関与特定的
属性型 vs 
達成型 
属性型 属性型 達成型 達成型 属性型 属性型 
長期志向 vs 
短期志向 
長期 長期 短期 短期 長期 長期 
内部志向 vs 
外部志向 
外部 内部 内部 内部 内部 内部 






























(注 1)Evans=Doz は次の 17 項目について、二元性（Duality）が存在することを述べた、 
競争（Competition） － パートナーシップ（Partnership） 
差別化（Differentiation） － 統合（Integration） 
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緩やかさ(Loose)   － 厳格さ(Tight)   
コントロール(Control)  － 企業家精神(entrepreneurship) 
計画的(planned)   － 機会主義的(opportunistic)  
公式(formal)   － 非公式(informal) 
ヴィジョン(vision)  － 現実(reality)   
分権化(decentralization)  －   集権化(centralization) 
ビジネス論理(Business Logic) 技術論理(technical logic)  
分析(analysis)   － 直感(intuition) 
権限委譲(delegation)  － コントロール(control)   
個性(individuality)  － チームワーク(teamwork) 
活動(action)   － 熟慮(reflection)  
変化(change)   － 継続性(continuity) 
トップダウン(Top-down)  － ボトムアップ(bottom-up)  
寛容さ(tolerance)  － 直栽さ(forthrightness) 
柔軟性(flexibility)  － フォーカス(focus) 
 
(注 2)選択した 6 カ国について、4 つの文化的価値次元に関する Hofstede の調査結果は下記のように分類され
る。 
  日本 フランス アメリカ イギリス スペイン スイス 
権力格差  
 の大小 
33 位  
54 ポイント 
15 位  
68 ポイント
38 位  
40 ポイント
42 位  
35 ポイント
31 位  
57 ポイント




22 位  
46 ポイント 
10 位  
71 ポイント
1 位  
91 ポイント
3 位  
89 ポイント
20 位  
51 ポイント




1 位  
96 ポイント 
35 位  
43 ポイント
15 位  
62 ポイント
9 位  
66 ポイント
37 位  
42 ポイント




7 位  
92 ポイント 
10 位  
86 ポイント
43 位  
46 ポイント
47 位  
35 ポイント
10 位  
86 ポイント
33 位  
58 ポイント 
上記順位は調査対象となった 50 カ国 3 地域中の順位。ポイントは大きいほど、掲題の傾向が高い。  
出所： Hofstede「多文化社会」  
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(注 3) Hofstede での議論に同じく、Tonpenaars の調査結果について 6 カ国を抽出し、表を作成した。 
  日本 フランス アメリカ イギリス スペイン スイス 
普遍主義 vs  
個別主義(1) 
31 国中 16 位  
187 ポイント 
15 位  
190 ポイント
8 位  
216 ポイント 
12 位  
209 ポイント 
15 位  
190 ポイント 
2 位  
236 ポイント
個人主義 vs  
共同体主義(2) 
40 国中 37 位  
82 ポイント 
28 位  
90 ポイント 
7 位  
141 ポイント 
13 位  
131 ポイント 
9 位  
138 ポイント 
13 位  
110 ポイント
感情表出的 vs  
感情中立的(3) 
49 国中 2 位 89
ポイント 
37 位  
30 ポイント 
23 位  
43 ポイント 
21 位  
45 ポイント 
46 位  
19 ポイント 
35 位  
32 ポイント 
関与特定的 vs  
拡散的(4) 
45 国中 31 位  
115 ポイント 
9 位  
169 ポイント
10 位  
165 ポイント 
8 位  
170 ポイント 
N/A  4 位  
173 ポイント
属性型 vs  
達成型(5) 
46 国中 26 位  
105 ポイント 
16 位  
116 ポイント
5 位  
182 ポイント 
6 位  
143 ポイント 
29 位  
95 ポイント 
23 位  
106 ポイント
長期志向 vs  
短期志向(6) 
42 国中 18 位 13 位  35 位  27 位 29 位 14 位 
内部志向 vs  
外部志向（7) 
48 国中 38 位  
82 ポイント 
8 位  
122 ポイント
15 位  
114 ポイント 
14 位  
113 ポイント 
7 位  
126 ポイント 
21 位  
106 ポイント
(1)同カテゴリーでの 3 テストの平均順位（調査対象国数は３１）と累計ポイント（300 ポイント満点）。順位
が高いほど普遍主義的文化。  
(2)同カテゴリーでの 2テストの平均順位（調査対象国数は 40）と累計ポイント（200 ポイント満点）。順位が
高いほど個人主義的文化。  
(3)調査対象国数は 49 カ国。順位が高いほど感情表出的文化。  
(4)同カテゴリーでの 2テストの平均順位（調査対象国数は平均 45 カ国）と累計ポイント（200 ポイント満点）。
順位が高いほど関与特定的文化。  
(5)同カテゴリーでの 2テストの平均順位（調査対象国数は平均 46 カ国）と累計ポイント（200 ポイント満点）。
順位が高いほど属性型文化。  
(6)調査対象国数は 42 カ国。順位が高いほど長期志向型文化。   
(7)同カテゴリーでの 2テストの平均順位（調査対象国数は 48）と累計ポイント（200 ポイント満点）。順位が
高いほど内部志向性文化。  
出所： トロンぺナールス『異文化の波』より筆者がデータを抽出し作成  
33 
 
第 3 章 ラグジュアリー・ブランドと日本市場 
 












































































































































第 4 章 事例研究対象企業１ ルイ・ヴィトン 
 
第 1 節 LVMH グループ 
 
LVMH グループ社(以下「LVMH グループ」)は、1987 年にルイ・ヴィトン社とモエ・
ヘネシー社が合併して誕生した企業である。LVMH グループは持株会社としての存在であ
り、1987 年の誕生以降、様々なブランドを買収し、現在傘下には 5 つの事業部門、33 社
を擁するコングロマリットである（図 4-1）。 
ルイ・ヴィトン社は 1854 年、モエ・エ・シャンドン社は 1743 年にそれぞれ創業され
たフランスを代表する老舗ブランド企業である。1987 年に合併し、LVMH モエヘネシー・









企業名で、上記②群の LVMH ファッショングループ SA に属する（以下「ルイ・ヴィトン





























2008 年 12 月期のグループ全体の総売上額は 1,719 億ユーロ（約 2 兆 6,183 億円、2008
年平均換算レート 1 ユーロ＝152.29 円適用）（前年同期比 7％増）、同年の営業利益は 36
40 
 















図 4－4 が示すように、日本市場の売上シェアは 2 割を占め、ルイ・ヴィトン単体にとっ
ての日本の重要性は非常に高いと言ってよいであろう。 
 

































LVMH グループは、2008 年末時点で、全世界に 77,087 人の従業員を擁しており、その
















多重構造のようになっている（長沢 2007 年）。 
 LVMH グループでは、インターナル・モビリティと呼ばれるグループ内人事異動を行っ
ている。異なる環境で異なる役割・業務を経験することが人材育成の最も有効な手段であ
るとし、Organizational Management Review というシステムを用いて、グループ内の人
材モビリティを実現するための環境整備投資を行っている。LVMHグループ全体の約40％
の管理職ポジションがインターナル・モビリティであり、うち 3 分の 1 がブランドをまた





的に取り組んでおり、日本においても 1995 年以降、LVMH グループとしての新卒採用を
開始し、毎年約 30～40 名の新卒者が入社している。 
 
５． ルイ・ヴィトン、LVMH グループの沿革  
 
ルイ・ヴィトン社の創業から現在までの沿革は次のようなものとなる。 
1854 年   フランスにて、旅行用トランク工場として創業し、パリに店舗を構える 
1860 年  世界博覧会で銅メダルを獲得し、それをきっかけに海外の著名人から受注（例．
エジプト総督、ロシア皇太子、スペイン国王等） 
1892 年  ハンドバッグの販売開始 
その後、1893 年シカゴ世界博覧会、1898 年パリ・オートショー、1900 年パリ世界博覧会、
1904 年   セントルイス世界博覧会に出展し、世界的露出を高める 
1896 年  現在トレードマークとされている LV のロゴ入り布地を発表 
1914 年  パリのシャンゼリゼにトラベル・グッズ専門店をオープン 
1977 年  プロフェッショナル・マネジメント（外部コンサルティング）の導入 
1978 年  日本を皮切りに海外市場への本格的参入 
1982 年  アメリカズカップの挑戦艇選抜シリーズ、ルイ・ヴィトンカップを開始 
1984 年  パリ、NY 証券取引所に株式を上場し、それまでの家族経営から多角化の道を
模索。自社でノウハウのない分野に製品ラインをひろげるよりも、その分野
で既に実績のある一流ブランドを買収する戦略を選択。 
1985 年  ①ヴーヴ・クリコ社との合併。②スペインの皮革ブランド、ロエベの海外で
の販売権を獲得し、ロエベ・インターナショナルを設立。 
1987 年   モエ・ヘネシー社と合併し、LVMH モエヘネシー・ルイ・ヴィトンの誕生。 
       フロー型のルイ・ヴィトンとストック型のモエ・ヘネシーという異なる財務
体質の企業が、それぞれの弱点を補完しあい、バランスのとれた安定成長が
期待できる企業グループを企図。 
1989 年    香港初の店舗をオープン 






1992 年  中国初の店舗を北京にオープン 
1997 年  アメリカ人デザイナー、マーク・ジェイコブスがルイ・ヴィトン社のアーティ
スティック・ディレクター就任に伴い、98 年からルイ・ヴィトン社としてファ
ッションビジネスへ本格的に参入し、パリ・コレクションへ参加する。 




2000 年   全世界店舗ネットワークの進化と拡大 
2002 年   大規模製造物流システムの構築 
2003 年   日本人デザイナー村上隆とのコラボレーションを開始 
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1978 年  日本支店設立（社員 3 名）。百貨店内店舗として 6 店舗出店。 
1981 年  支店を株式会社化し、銀座の並木通りに直営店をオープン。前述の契約を変え
て直営店方式に移行。 
1987 年  ルイ・ヴィトン・ジャパン（“LVJ”）の売上高 119 億円 
1990 年  同上 353 億円 
1990 年代半ば以降は、百貨店での販売も全てルイ・ヴィトンの社員で運営する方式に。 
1996 年  LVJ の売上高 600 億円 
1997 年  同上 700 億円突破。店舗数 38、社員 438 名 
1998 年  大阪・心斎橋にグローバル・ストアを開設。 
1999 年  名古屋にグローバル・ストアを開設。 
2000 年  銀座・松屋に東京初のグローバル・ストアを開設。 
46 
 
2002 年  表参道にグローバル・ストアを開設。 
2003 年 グループ会社に改組。LVJ グループの社員数は 1,870 名となる。六本木ヒルズ
に最新形態のグローバル・ストアを開設。 
2007 年 日本が先行する形で「モバイル」コンテンツ向けの情報配信サービス開始し, 
業界の先駆者的アクションを展開。 




2009 年 12 月 1 日現在、ルイ・ヴィトン・ジャパン・カンパニー（ルイ・ヴィトン社の
日本現地法人）の従業員数は 1,834 名、総店舗数は国内 58 店舗、うち百貨店内 46 店舗と
なっている。日本での売上高は、2007 年度 1,650 億円、2008 年度 1,535 億円と推定され
る。商品別の売上構成では鞄類 50%、レザーグッズ 35%、ウェア・シューズ類 15%と推






























































































会金 21 万円、年会費 2 万 6250 円で、会員限定で特別なルイ・ヴィトン製品およびそれ以






















数通算 39 年で、日本語が堪能であり、日本文化にも精通している人物と言われている。 
2009 年秋には、プラット氏は代表権のある会長職となり、フレデリック・モレル氏がプ
レジデント・CEO のタイトルとなっている。モレル氏はロエベ・ジャパン、フェンディ・
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営を行っていた 1990 年までの時期、もう 1 つはヴィトン家が経営を離れ、アルノー氏が
























































































日本進出直前の 1977 年当時のルイ・ヴィトン社の売上は 1,200 万ドル、純利益は 120
万ドル（トーマス 2009 年）で、財務規模はかなり小規模であった。しかし、日本進出か
ら 2年以内に、日本での売上は 1,100 万ドルに達し、秦氏のフランス本社でのクレディビ
リティは高まり、説得力、発言力が増したことであろう。その後、日本での業況拡大はル
イ・ヴィトン社の成長に大きく寄与し、1984 年には 1977 年の売上は 12 倍、純益は 18 倍
に伸び、本社は株式公開を行い、ニューヨークとパリの証券取引所に上場した。本社と子






















































カルセル氏は次のように発言している（朝日新聞社ウェブサイト asahi.com（2008 年 5















２． 経営志向 ： メタナショナル・アプローチ 
 












































































































第 5 章 事例研究対象企業２ エルメス社 
 





































































2008 年 12 月期のエルメス社の連結総売上額は 17.7 億ユーロ（約 2,688 億円、2008 年
平均換算レート 1 ユーロ＝152.29 円適用）（前年同期比 8.6％増）、同年の営業利益は 4.5
億ユーロ（約 685 億円）（対前年比 8.2％増）である。LVMH に同じく 2008 年 9 月のリー
マン・ショックにもかかわらず、会社全体としては前年比増収増益を達成している。 
 売上の 47％はバッグなどの皮革製品が占めているが、衣類 19％、スカーフ等シルク製
品 12％、香水 7％等、と売上分散も働いている(図 5－1)。また、地域的分散を意識した経
営を行っていると会社は述べている（会社 HP）。2008 年は中国、アメリカでの業績が伸び
ており、唯一日本だけが 2007 年に比べて売上減となっている(図 5－2)。 















































































2008 年末時点での総従業員数は 7,894 名。地域毎の分布は、フランス 63％、フランス








 また、年に一度、世界中のマネジャー約 200 名が一同に会して親交を深め、情報交換し、






1837 年  パリに馬具商として開業 
1867 年  パリ万博にて銀メダルを獲得、以降、ナポレオン 3世、ロシア皇帝を顧客とし
て発展。3 代目の経営者エミール・モーリス・エルメスは、自動車時代の到来
を予想し、商品の多角化を進める。 
1892 年  鞍入れ用鞄「オータクロア」販売開始 
1903 年  札入れ、婦人用財布、カバン販売開始 
1920 年  ジッパー付レザージャケット販売開始 






1935 年  ケリーバッグの原型「サック・ア・クロア」誕生 
1936 年  香水製造開始 
1937 年  スカーフ製造開始 
1949 年  シルクツイルのネクタイ販売開始 
1951 年  第 4 代社長 ロベール・デュマ・エルメス就任 




1970 年代 フランス以外の欧州国、米国、日本へ出店するも、当初の売れ行きは不振 
1978 年  同年第 5 代社長にジャン・ルイ・デュマ・エルメスが就任。カジュアルなショ
ルダー・バッグ「エヴリン」誕生 
1979 年  世界的なエルメス社の広告キャンペーンが行われる（ジーンズを着た若者がエ
ルメスのスカーフを身につけている。年配者のブランド・イメージの払しょ
くが目的）。 
1984 年  テーブルウェアの誕生、「オータクロア」をバーキンに改名。 
1986 年  アメリカでエルメス人気が起きる。米国での売上が前年比倍増 
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1993 年  株式公開。パリ証券取引所上場 
1997 年  ベルギー人デザイナーのマルタン・マルジェラを婦人服デザイナーに起用 
1998 年  カジュアルなコットンキャンバス・バッグ「フールトゥ」誕生 
2000 年  キャンバス・バッグ「エールライン」誕生 
2004 年  フランス人デザイナーのジャン・ポール・ゴルティエを新たに婦人服部門のデ
ザイナーに起用。エルメス社は、ジャン・ポール・ゴルティエ社の 35％保有
株主となる（2008 年増資し 45％保有に） 
2006 年 第 6 代社長にパトリック・トマ就任。 














1964 年  西武百貨店と代理店契約。その後、サンモトヤマとも販売代理契約を結ぶ。 
1970 年  大阪万博で、「ブティック・ド・パリ」。シャネル、CD らとともに小物類を中
心に一同に会し好評を博す 
1979 年  東京丸の内に日本初の直営店オープン。 
1983 年  西武百貨店と合弁で日本法人「エルメスジャポン」設立。 
1987 年  日本法人設立後、売上は 4倍に。 



























1998 年 1 月 20 日号）と語っている。 
日本での売上高は2007年に 620億円とピークをつけ、2008年は 600億円と推定される。




















































































事だ。」（朝日新聞社 asahi.com2008 年 5 月 19 日） 
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第 6 章 事例研究対象企業３ シャネル 
 









後、シャネル社は業績を伸ばし、全盛期の 1930 年代、シャネル社は 3,500 人の縫い子を





































と Gerard Wertheimer が所有している非公開企業である。Alain Wertheimer は Chairman








シャネル社の社長は、1998 年～2007 年はフランス人女性である Françoise Montenay が





2007 年からシャネル社の社長を務めるのは、米国人女性の Maureen Chiquet（シケ）。
ロレアルのパリ本社に勤務後、GAP に入社、後に傘下の Banana Republic の CEO となる。
その後、2003 年に米国シャネル社に入社し、米国シャネル社社長を経て、2007 年 1 月か
ら Global CEO に任命される。今も米国在住だが、親仏家で夫はフランス人である。 













  同業の LVMH 社、エルメス社は株式を上場させているが、シャネル社は非公開企業で
ある。コラス氏によると、シャネル社として株式公開を志向するものではないようだ。シ























































































1910 年  パリに「シャネル・モード」という帽子専門店を開店 
1913 年  ドーヴィルに第 1号のモードブティックを開店 
1915 年  ビアリッツに「メゾン・ド・クチュール」をオープンして、ココ・シャネルは
オートクチュールのデザイナーとして本格的にデビュー 
1916 年  第 1 回オートクチュール・コレクションの発表。安くてシンプル、ジャージー
素材を取り入れたドレスが話題となる。 
1921 年  本店をパリに移転。同年 5月 5 日、シャネル初の香水「No５」発表。ツイード
素材のスーツを発表。 
1924 年  模造宝石をつかったアクセサリーを発表 
1932 年  本物のダイヤモンドを使ったハイ・ジュエリー・ラインを発表 
1939 年  第二次世界大戦とともに、香水とアクセサリーのブティック以外の全店閉鎖。 
1954 年  閉鎖店舗再開。オートクチュール・コレクション復活。本国では不評だったが、
実用的なデザインはアメリカで大好評を博す。 
1970 年  香水「No19」発表 
1971 年  ココ・シャネル死去。 
1975 年  口紅（リップスティック）発売 
1976 年    プレタポルテ（既製服）の展開を開始 
1978 年  プレタポルテ、アクセサリーを世界的（日本を含む）に販売しはじめる。 
1983 年  カール・ラガーフェルドがデザイナーに就任。ブランドを復興 
1987 年  時計発表 
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クロエ、自社の 4 つのメゾンのデザイナーを兼任となったが、自社ブランドは 2007 年に
トミー・ヒルフィガー（米国）へ売却した。 
 




1969 年  リーベルマン・ウェルシェリーにより、シャネル社の化粧品と香水の輸入・販
売開始。 
1978 年  日本でプレタポルテのブティックを開設。 
1980 年   日本でシャネル株式会社設立。 
1994 年  銀座並木通りにシャネルブティックを開店 
1996 年  当時日本最大店舗、大阪・心斎橋店開店 
2001 年  日本最大店舗、東京・表参道店開店 
2004 年  銀座シャネルビル、旗艦店開店。ビル内には、フレンチ・レストラン「ベージ
ュ」をオープン。 
2009 年  世界初のビューティ専門店を青山にオープン。 
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シャネル社日本法人シャネル株式会社は 1980 年 10 月に設立。2008 年末現在、従業員数
は 1200 名、店舗数は 50 店舗である。組織は、香水・化粧品部門、ファッション部門、時














































































































































① 自国至上主義からの脱却 ： 顧客はシャネル社をフランスのブランドとして評価し
ているので、フランスのコンテクストでブランドを発信することは重要である。しかし、
シャネル社にとっては、企業の発展プロセスの上で海外市場、特にアメリカは早期の段階







② 既存の力関係からの脱客 ： 欧州域外ということでは、アメリカが最も重要な 
市場であったと思われるが、日本にも経営資源を投入して旗艦店を設立し、2009 年には
上海にも旗艦舗を出店している。 
























































































































第 7 章 ルイ・ヴィトン、エルメス、シャネルの比較 
 
本論文では、ルイ・ヴィトン社、エルメス社、シャネル社の 3つを事例研究対象企業と
してとりあげたが、3社の比較を論じる。まずは、事象面での 3 社の比較を列挙する。 
 





































































‐ オーナー家族が会長職にあるが、No.2 の権限を持つグローバル CEO（社長）には米国
人女性を登用。 
‐ 日本の現地法人社長には、日本文化に精通したフランス人を内部昇格で登用。 
‐ 組織は、事業部 3部門と 5 つの地域制のマトリックス組織。 






‐ 模倣品・コピーされることに寛容（山田 2008 年） 





























































































































































































②ラグジュアリー・ブランドは、Product Out を基本とし、Market-in は行っていない 
 
この仮説に対する結論は次のように考える。 
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